
（これまでの議論のポイント）

経営形態の選択肢から、「指定管理者制度」と「地方独立行政法人（公務員型）」は除外し、「全部適用の

継続」と「地方独立行政法人（非公務員型）」の２つにしぼって議論。

地方独立行政法人に移行すれば、経営の自由度が高まる。現行の全部適用で不自由を感じているか

否かで移行の是非を判断するべきである。

独法は、期待される効果がある反面、懸念事項も大きいことを踏まえると、現行の全部適用でもっと

自由度を高めたり、経営強化することを考えてはどうか。

現場の職員の働きやすさやモチベーションを下げないような方向で考えていくことが重要。
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１. 有識者会議における議論の状況

これまでに専門部会を３回（6/2・6/29・9/21）、経営協議会を１回（9/5）開催し、有識者から意見を聴取

県立病院の経営形態の検討状況について

厚生・産業常任委員会 資料２
令和４年(2022年)10月６日
病 院 事 業 庁 経 営 管 理 課

今後、専門部会を１回開催し「現行の全部適用における裁量拡大の必要性、経営最適化に向けた

さらなる改善の取組」や「答申のたたき台」について議論いただく予定。

その後、県民への意見募集を経て、経営協議会において答申をとりまとめ

答申も踏まえ、年内を目途に県としての最終方針を決定



(1) 経営形態検討の意義について
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・ 資金不足、収支悪化

・ コスト意識の徹底、効率化

・ 一般会計の負担軽減

などを理由とした見直しは…

経営形態検討の意義 （なぜ検討が必要か）

× 職員のモチベーションにネガ

ティブな影響を与える

× 職員の離職を招く

経営形態が変わることによって

医師等への影響が出てしまい、

県民が影響を受けてしまうの

であれば、本末転倒

〇 なりたい病院の将来像の明確化

〇 県立３病院の位置づけを明確にし、今度、どこに

力を入れ、どのような投資をするのかの明確化

〇 「良い病院にしていく」という意識を共有し、関

係者全体の納得感のもとで進める

〇 経営形態を見直すことで、提供する医療をさら

に高度で充実したものにする

こうしたことを実現するための課題がどこにあり、

そのために、どういった経営形態が望ましいかを議論

職員が気持ち
よく働けて、
やりがいもあ
る病院には、
どんどん人材
が集まり、経
営もよくなる

それぞれの経営

形態にはプラス

面・マイナス面

があるので、そ

の両面を踏まえ

て最終判断

２. 有識者会議における論点と主な意見



(2) 医師等の人材確保について
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病院を取り巻く状況 県立病院の状況

・ 労働力人口の減少

・ 医師の働き方改革の加速

（Ｒ6～時間外勤務の上限規制）

→ 規模の大きな病院へ優先的に医

師が派遣され、中途半端な規模の

病院では医師不足が進むおそれ

→ 総合病院では、県内の病院や診

療所に医師・看護師を派遣できる

余裕も持つべき

○ 県立３病院は、医師数が足りていない。

（総合） 他の県立中央病院・総合病院と比較するとまだまだ少なく、伸

びしろが大きい。

（小児） 今後、総合病院と一体化することで、研修力が上がり、付加価

値も高まる。

（精神） 現在の医師数で、これだけの医療に対応するのは無理。

〇 系列の病院との比較の中でも、ある程度のレベルを維持し

なければ、いい医師は集まってこない。

〇 総合病院では、積極的な職員採用と医療提供体制の高度化
により、全国を代表する県立の中央病院並みの医療を提供し

てほしい。

○ 病院統合では、機能充実により、大人も子どもも診ることが

できるようにし、さらに、研修機能も充実していくことで、研

修医・専攻医が集まる病院を目指すべき。

○ いかにして機能向上を図っていくかが県立病院として求め

られており、全国の医師の招聘合戦に勝ち抜いていくための

投資をしっかり行うべき。

＜参考＞ 総務省ガイドライン（Ｒ４．３）

・ 果たすべき役割・機能に的確に対応した人員配

置となるよう医師・看護師等の医療従事者を確保

することは、持続可能な地域医療の確保、医療の

質の向上、新興感染症の感染拡大時の対応等、公

立病院の機能強化を図る上で極めて重要。

・ 地域において中核的医療を行う基幹病院は、中

小規模の公立病院等への医師・看護師等の派遣

を強化することが重要。

（現状・課題）

（目指すべき方向）



(３) 経営強化の取組について
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（現状・課題）

医業収益（診療報酬）の拡大

（目指すべき方向）

〇 総合病院は、現状の「標準病院群(Ⅲ群)」から、機

能分化や連携強化によって「特定病院群(Ⅱ群)」を

目指す余地が十分ある。

○ 「機能評価係数Ⅱ」も、現在、県内のＤＰＣ病院の

中で下位の項目があり、まだまだ伸びしろがある。

〇 「総合入院体制加算」など、加算取得による収益

増加の余地がある。

〇 既に取組が始められており、来年からは係数の

上昇が見込めるので、その上がり具合をしっかり

評価することが重要。また、総合入院体制加算の

取得も目指してほしい。

○ 全適の中で、機能評価係数Ⅱを高める方法や加

算を取る方法を病院全体で考えていくことが必要。

事務局体制の強化

＜参考＞ 総務省ガイドライン（Ｒ４．３）

・ 外部人材の活用、プロパー専門職員の採用、専門性をもった

職員を育成する研修や人事管理等の仕組みの構築等を通じ、医

療に関する制度やノウハウ、医療行為の解釈等に精通した専門

の事務職員を確保・育成することが重要。

（現状・課題）

〇 医療の経営には、事務職員も重要であり、頻繁に

医局に足を運べるような事業庁長や事務局長でな

ければならない。医療のプロフェッショナルを育てる

という点では、事務職員の人事異動も課題である。

〇 事務職員も、しっかり勉強して、病院経営に参画し

ていく必要がある。経営状況を把握したり、２年ごと

の診療報酬改定にも対応していく必要がある。

（目指すべき方向）

〇 事務職員で医療に精通した人間が採用できると、

医療者と対等に意見交換して、診療報酬や診療密度

向上の方策の意見を出し合えるようになる。

＜参考＞ 総務省ガイドライン（Ｒ４．３）

・ 当該役割・機能に対応する診療報酬を的確に取得することに

より、経営の強化を図るべき
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肯 定 的 意 見 否 定 的 意 見

全部適用

（継続）

〇 全部適用でも、特に医師・看護師などの人事採

用で自由度がある場合は、その自由度を更に高め

て、人材確保することも可能。

〇 すでに独法の持つ「中期計画」制度を導入してい

るので、現行のままでも経営改善ができる。

〇 単に現状を維持するために全部適用を継続するとい

う判断は危険。

地
方
独
立
行
政
法
人

非公務

員型

〇 最大のメリットは、医師・看護師の増員が定数に

しばられず自由にできること。

〇 理事会限りで迅速な予算執行ができる。

〇 給与面で成果主義的な形にすることで職員の積

極性を引き出すことができる。

〇 医療経営に精通し、医師とも対等に渡り合える

プロパー職員を増やしやすくなる。

〇 独法化しても、県の関わりが無くなるわけでは

ない。中期目標や中期計画によるチェックもある

ので、理事長を抑えられないということはあまり

心配しなくてよい。

〇 議会の関与が減ることはマイナス。

〇 理事長がワンマンな方だった場合、抑えられない可

能性があり、組織としてのガバナンスが求められる。

〇 経営形態が変わることで、医師の数が減ってしまう

と、医療提供体制に影響がある。

〇 県立病院を頼りにしている立場からは、今までどお

りの方が、安心感がある。

〇 新型コロナ対応でも発揮された「公務員としての矜

持」が失われてしまう。

〇 病院統合を控える中で、事務作業が膨大になる。

公務員

型

〇 新型コロナ対応などを踏まえると、公務員とし

ての矜持や誇りも大事。

〇 公務員型は、総務省が選択肢としておらず、全国的

な状況から見ても難しいのではないか。

指定管理者

制度

〇 県立総合病院という県の代表的な病院が指定管理

で経営されるのは馴染まない。

〇 500床を超える総合病院を引き受けられる指定管理

者は存在しないと考えられる。

○ 職員全員の解雇が原則で、職員への影響が大きい。

(４) 経営形態について
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職員説明会(7/22・7/25)および職員への意見募集(7/25～8/10)で出された主な意見は以下のとおり

経営形態について

・ 仮に独法化する場合の政策医療や不採算医療への

影響、繰入金減少の可能性、移行の時期

・ 経営形態ごとの職員の身分・給与・福利厚生の変化

・ 病院統合の姿が決まっていない中で経営形態を検

討することの是非

・ 経営形態の検討を今行うことの理由

・ 職員が無駄を省く意識を持つようなシステムを作れ

る経営形態が望ましい

・ 独法化してうまくいっている事例とそうでない事例

がある

職員への影響について

・ 経営形態が変わることで医師をはじめとする職員の

満足度、士気が下がることのないよう慎重な検討を

・ 経営形態変更で待遇が悪化し、職員離職を招くことへ

の懸念

・ 職員のモチベーションを維持できるような、経過の共

有と処遇改善を

・ 独法化は職員のモチベーション低下や県民の信頼喪

失が懸念されるので反対

経営状況について

・ 県立３病院の経営状況が良くない原因の分析・総括

と責任、また、経営状況についての職員との共有

・ 現行形態で経営を改善できる方策があるならば速

やかな実施を

３. 職員から出された意見
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現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ これまで医師・看護師等の医療従事者は順調

に増加し、診療機能の充実につながっているが、

他県立の中央病院と比べると相対的に少なく、

医師の働き方改革の進展等も踏まえると、より

積極的に人材確保に取り組んでいく必要がある。

・ 特に精神医療センターでは、長年、医師数が

必要数を下回っており、医療・経営の両面から、

医師の増員が喫緊の課題となっている。

・ 独法化すると定数条例の適用が外

れ、必要に応じて自由に増員を図る

ことができる。

・ ただし、本県ではこれまでから議会

の理解を得て必要な定数は確保でき

ており、また、医師など職種によっ

ては未充足となっていることから、

定数が制約にはなっていない。

・ 職員のモチベーション低下や離職

を招かないような配慮が求められる。

常勤医師については、まずは必

要数充足に向けた最大限の努力

病院統合による診療体制の拡充

（非常勤医師も含めると約180人体制）

研修機能の強化や環境整備によ

る専攻医や若手医師の確保

看護職員等の処遇改善 等

(1) 医療従事者の安定確保

＜参考＞ 医療従事者数の推移

職 種 Ｈ18 Ｈ24 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

常勤医師数

（ ）は直近５年間の臨床研修医・

専攻医等の人数（外数）

100 118 129
(37)

124
(40)

130
(40)

131
(48) 

131
(53)

看護師 505 615 677 705 698 704 711

メディカルスタッフ 171 201 220 229 238 247 246

事務職員 50 69 75 77 78 78 79

うち医療事務（プロパー職員） 0 10 19 23 23 24 24

計 826 1,003 1,138 1,175 1,184 1,208 1,220

（人）

※ 各年度４月１日現在の職員数、 ただしＨ18のみ３月末の職員数

４. 独法化の効果・課題、現行形態での改善努力の余地
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現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ 県内屈指の基幹病院である総合病院において、

急性期病院としての機能を一層高め、県民が望

む高度な医療を提供していくことが求められる。

・ 令和７年１月の小児保健医療センターとの病

院統合も見据え、子どもから大人まで切れ目な

い高度・専門医療の提供を目指す。

・ 中期計画では、大学病院に準ずるＤＰＣ特定

病院群(Ⅱ群)の取得を目標に掲げている。

・ 入院単価はここ数年、右肩上がりで上昇。

・ 高度医療機器の導入・更新が行い

やすくなるというメリットはあるが、

一般会計繰入金の対象となる場合は

県との調整が必要。

病院統合による診療機能の充実、

体制強化

救急医療提供体制の強化

特定病院群(Ⅱ群)への移行 等

(2) 総合病院における診療機能の高度化

現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ 新興感染症への対応はもとより、現在、３病

院で担っている政策医療・不採算医療を引き続

きしっかり担い、県立病院としての使命を果た

していく必要がある。

（総合）救急医療

（小児）重症心身障害児への医療的ケア

（精神）依存症や児童・思春期精神疾患の治療 等

・ そのためには、人材・財源の安定的な確保、

また、健康医療福祉部との連携強化が重要。

・ 独法化する場合、「中期目標」と

して県から法人に対して担うべき政

策医療を明確に指示し、必要な財源

も確保した上で、実施を担保する必

要がある。

・ 県とは別組織となり、議会の関与

も間接的になることで、県の政策へ

の即応性が低下する可能性がある。

健康医療福祉部とのさらなる連

携強化により、県立病院として

の役割を果たす

安定的な医療提供のために必要

な一般会計繰入金の確保

精神医療センターにおける医師

の増員

(3) 政策医療・不採算医療の安定的な提供
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現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ 全適への移行により裁量が拡大し、組織改編

や人事配置、採用、手当の創設等を独自の判断

で行うことができるようになった。

・ より経営の安定性を高めるためには、診療報

酬の改定など病院経営を取り巻く環境変化や、

新興感染症等の不測の事態に迅速・柔軟に対応

できる体制を整えることが重要であり、さらな

る裁量拡大について検討が必要。

・ 県とは別の組織として、人事面・

財務面で裁量や独自判断の幅が広が

りより迅速・柔軟な経営が可能とな

る一方、組織としてのガバナンス強

化が求められる。

より現場の状況に応じた迅速・

柔軟な判断ができるよう、病院

統合を見据え、病院事業庁を含

めた組織全体のあり方を検討

全部適用のメリットを活かすた

め、さらなる裁量拡大について

検討・調整

(4) 迅速・柔軟な経営

現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ 診療報酬の獲得、病床の効率的な使用、医療

機器・材料・医薬品の効率的な調達など、病院

経営において事務職員の果たす役割は大きい。

・ 知事部局からの出向者は、定期的な人事異動

があるため、専門性の向上が図りにくい。

・ また、プロパーの医療事務職を含め、専門的

な研修体系が確立できていない。

・ 事務職員のプロパー化が進むこと

で、専門性や経営に対する意識が高

まる。

・ 事務部門において、経営に精通し

た人材の育成が行いやすい。

・ 経営の自由度が高まることで、職

員のモチベーションも向上する。

一般事務からプロパーの医療事

務への切替

経営に精通した外部人材の積極

的な登用

研修体系の充実

(５) 事務部門の専門性向上
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(６) 経営強化・収支改善

現状・課題・方向性 独法化した場合の効果・課題等 現行形態での改善努力の余地

・ 毎年度の経常黒字の確保に向けて、経営強化

に不断に取り組んでいく必要がある。

・ 過去の大規模投資に係る企業債の償還が高止

まりしており、今後、資金残高の減少も懸念さ

れるため、今後の大規模施設の整備に当たって

は、将来負担に十分留意して、規模や内容を精

査していく必要がある。

・ 現在は、競争入札の方式や随意契約の上限額

が定められており、調達・契約において一定の

制約がある。

・ 経営の迅速化・柔軟化や事務職員

のプロパー化等が進むことで診療報

酬改定への対応等が行いやすくなり、

経営強化につながる。

・ 医薬品や診療材料の調達において、

民・民で交渉できるようになり、コ

スト低減につながる可能性がある。

診療報酬の増収努力（Ⅱ群への

移行、新たな加算の獲得）

病院統合による経営の最適化、

効率化

業務の効率化による事務部門の

スリム化

診療材料等の廉価調達手法の検

討

ＤＰＣ分析、他病院とのベンチ

マークによる収支改善

平均在院日数の短縮、紹介率・

逆紹介率の向上と集患


